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(3)取組みを開始したきっかけ 

 取組みを開始したきっかけは、「農業活動に生活困窮者への効果があると思ったため」

(66.7％)が最も多く、次いで「地域農業の活性化に繋がると思ったため」(44.4％)、「障害者の

農福連携からヒントを得て」(33.3％)の順となっている。 

 

 
 

  

　

N=18

農業活動に生活困窮者への効果があると

思ったため

地域農業の活性化に繋がると思ったため

障害者の農福連携からヒントを得て

農業関係者から頼まれたため

生活困窮者を支援する関係者から頼まれた

ため

生活困窮者の希望により

農業が本業であったため

その他

農業活動　取組みを開始したきっかけ　（複数回答）

66.7

44.4

33.3

5.6

0.0

0.0

5.6

33.3

0 20 40 60 80

（％）
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4 農業活動の体制と参加者数 

(1)農業活動の支援職員数 

 農業活動の支援職員数(専任＋兼任)は「1人」が 16.7％、「2人」が 27.8％、「3～4人」が

27.8％で合計 4人以下が 7割を占める。平均は 4.8人である。 

 専任、兼任の別でみると、専任職員が「0人」すなわち専任職員を置いていない団体が 38.9％

を占めている。 

 

 

 

  

　

N=18

0人

1人

2人

3～4人

5人以上

無回答

農業活動の支援職員数　（専任＋兼任）

0.0

16.7

27.8

27.8

27.8

0.0

0 20 40 60

（％）

平均：4.8人

専任職員 兼任職員

N=18

0人

1人

2人

3～4人

5人以上

無回答

農業活動の支援職員数　専任・兼任の別

38.9

22.2

16.7

16.7

5.6

0.0
平均 2.2人

5.6

33.3

27.8

11.1

22.2

0.0
平均 2.6人
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(2)農業活動の参加者数 

 支援対象者のうち農業活動の参加者数は「1～2人」が 27.8％、「3～4人」が 16.7％であり、

合わせて 4人以下が 44.5％を占めている。平均は 10.7人である。 

注)令和元年度の実績で回答を求めたため、「実績なし」の場合は「0人」とした。 

 

 

  

　

N=18

0人

1～2人

3～4人

5～9人

10～19人

20人以上

無回答

農業活動参加者数

22.2

27.8

16.7

5.6

11.1

11.1

5.6

0 20 40 60

（％）

平均 10.7人
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(3)農業活動参加者の属性別構成 

 農業活動参加者数の属性別構成をみると、性別では男性が 73.4％、女性が 26.6％、年代別で

は主として 20代から 50代までの幅広い構成となっている。無就業の期間別では「1年未満」か

ら「6～10年間」まで分散している。 

 

 

 

 

 

  

一団体当たり

参加者数
構成比

N=13 （人） （％）

男性 7.8 73.4

女性 2.8 26.6

計 10.7 100.0

農業活動参加者数　（性別）

一団体当たり

参加者数
構成比

N=13 （人） （％）

10代 0.5 4.3

20代 1.8 16.5

30代 1.8 16.5

40代 2.9 27.3

50代 2.1 19.4

60代 0.8 7.2

70代以上 0.9 8.6

計 10.7 100.0

農業活動参加者数　（年代別）

一団体当たり

参加者数
構成比

N=12 （人） （％）

1年未満 2.7 23.5

1～3年間 2.1 18.4

4～5年間 2.3 20.6

6～10年間 1.8 16.2

11年間以上 0.7 5.9

不明 1.8 15.4

計 11.3 100.0

農業活動参加者数　（無就業の期間別）
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5 農業活動の取組み内容 

(1)作業形態 

 農業活動の作業形態は、「農作業請負」が 22.2％、「プログラムのために自主運営する農園作

業」が 50.0％、「農作業請負＋プログラムのために自主運営する農園作業」が 27.8％である。 

 

 

  

農作業請負

22.2%

プログラムのために

自主運営する農園

作業

50.0%

農作業請負+プログ

ラムのために自主運

営する農園作業

27.8%

作業形態

N=18
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(2)作業内容 

作業内容は「種まき」や「苗植え」から「施肥」、「草取り」、「収穫」など生産プロセスにおけ

る一連の取組みがみられるが、なかでも「収穫」は 94.4％に達する。逆に取組みの少ない作業

は「農薬散布」、「給餌」などである。畜産の取組みが少ないため「給餌」は少なくなっている。 

 

 

  

　

N=18

種まき

苗作り

苗植え

施肥

農薬散布

水管理

草取り

収穫

出荷調整

給餌

給水

掃除

その他

作業内容　（複数回答）

72.2

50.0

72.2

72.2

11.1

38.9

94.4

77.8

38.9

16.7

33.3

55.6

11.1

0 20 40 60 80 100

（％）
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(3)加工・販売等の実施状況 

 加工・販売等の実施の有無については「実施している」が 72.2％、「実施していない」が

27.8％であり、農業活動だけでなく 6次産業化に取り組む団体が 7割を上回る。 

 

 

 

 加工・販売等の実施内容は「販売」(61.5％)と「加工」(53.8％)が多く、「飲食」は 30.8％で

ある。 

 

  

実施していない

27.8%

実施している

72.2%

加工・販売等 実施の有無

N=18

　

N=13

加工

販売

飲食

その他

加工・販売等　実施内容　（複数回答）

53.8

61.5

30.8

0.0

0 20 40 60 80 100

（％）
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(4)農産物等の種類 

 農産物等の種類は「野菜」が 72.2％と圧倒的に多い。そのほか「果物」、「米」、「花卉」など

への取組みもある。 

 

 

 

  

　

N=18

野菜

果物

花卉

米

乳牛

肉牛

豚

鶏卵

ブロイラー

キノコ

バイオガスエネルギー

その他

農産物等の種類　（複数回答）

72.2

27.8

11.1

27.8

0.0

0.0

0.0

11.1

0.0

11.1

0.0

0.0

0 20 40 60 80 100

（％）
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(5)農業活動の実施場所 

 農業活動の実施場所は「農地」が 88.9％と圧倒的に多く、「ハウス」も 55.6％に達する。 

 農地の種別は「借地」が 68.8％、「自己所有地」が 37.5％である。ハウスの種別は「借地」が

70.0％、「自己所有地」が 37.5％である。農地やハウスのいずれも借地の利用が多数を占める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　

N=18

プランター・鉢等

花壇

農地

ハウス

畜舎

その他

実施場所　（複数回答）

0.0

0.0

88.9

55.6

11.1

0.0

0 20 40 60 80 100

（％）

　

N=16

自己所有地

借地

市民農園

農地の種別　（複数回答）

37.5

68.8

12.5

0 20 40 60 80 100

（％）

　

N=10

自己所有地

借地

無回答

ハウスの種別　（複数回答）

20.0

70.0

10.0

0 20 40 60 80 100

（％）
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(6)農地面積等 

 プログラム自主運営の農業活動について農地面積等の回答例をみると、農地の場合 1aに満た

ないものから 400aまで様々であり、その多くは借地で実施されている。ハウスの場合も 1棟か

ら 2棟までで面積は概ね 10aに満たない規模であるが、中には 26棟 60aのものもある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

NO 農地面積 うち借地

1 0.4a 0.4a

2 0.4a 0.4a

3 2a 2a

4 10a 10a

5 10a 10a

6 20a 0

7 30a 0

8 34a 34a

9 250a 220a

10 300a 300a

11 400a 400a

12 400a 350a

農地
NO 棟 面積

1 １棟 4.5a

2 1棟 1.5a

3 2棟 4.2a

4 2棟 9a

5 26棟 60a

ハウス
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6 農業プログラムの実施状況 

(1)日数の決まったプログラムの有無 

日数の決まったプログラムの有無をみると、「ある(複数のプログラムがある)」が 11.1％、

「ある(1つのプログラムのみ)」が 16.7％である。 

 

 

(2)日数の決まったプログラムの日数 

 日数の決まったプログラムがある場合、その日数は「10日間以内」、「61日～90日間」 

91日以上」などが挙げられている。 

 

 

  

なし

72.2%

ある（複数のプログラ

ムがある）

11.1%

ある（1つのプログラ

ムのみ）

16.7%

農業プログラム 日数の決まったプログラムの有無

N=18

　

N=5

10日間以内

11～20日間

21～30日間

31～60日間

61日～90日間

91日以上

無回答

プログラムの日数　（複数回答）

40.0

0.0

0.0

0.0

40.0

40.0

0.0

0 20 40 60

（％）
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(3)プログラムの期間 

プログラムの期間は「通年ある」が 61.1％、「期間が決まっている」が 11.1％、「不定期」が

16.7％である。 

 

 

  

通年ある

61.1%

期間が決まっている

11.1%

不定期

16.7%

無回答

11.1%

プログラムの期間

N=18
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(4)作業時間の決め方と標準的な作業時間 

 作業時間の決め方は、「支援対象者によって時間は異なる」が 38.9％であり、支援対象者の状

態によって作業時間を決めるケースが多い。 

 標準的な作業時間は「1～2時間」が 38.9％、「3～4時間」が 27.8％であり、長くても 4時間

以内とする団体が多数を占める。 

 

 

 

 
 

 

  

支援対象者によって

時間は異なる

38.9%

だいたい同じ時間

22.2%

無回答

38.9%

作業時間の決め方

N=18

　

N=18

1～2時間

3～4時間

5～6時間

7～8時間

無回答

標準的な作業時間

38.9

27.8

16.7

0.0

16.7

0 20 40 60 80

（％）
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7 支援対象者への金銭給付状況 

(1)支援対象者への金銭給付 

 支援対象者への給付金は「給付している」が 66.7％、「給付していない」が 22.2％である。 

 

 

 

(2)雇用形態 (金銭給付している団体について) 

 雇用形態は「非雇用型のみ」が最も多く 66.7％、「雇用型のみ」が 16.7％、「非雇用型＋雇用型」

が 8.3％である。 

注)「雇用型」：最低賃金以上、「非雇用型」：最低賃金未満 

 

 

  

給付していない

22.2%

給付している

66.7%

無回答

11.1%

支援対象者への金銭給付

N=18

非雇用型のみ

66.7%

雇用型のみ

16.7%

非雇用型＋雇用型

8.3%

無回答

8.3%

雇用形態

N=12
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(3)給付内容 

 給付内容は「交通費」41.7％、「工賃(非雇用型)」が 50.0％である。 

 注)工賃：最低賃金未満の賃金 

 

 
 

(4)給付金額 

 給付している工賃・賃金の回答例をみると、1時間当たりの平均工賃は 200円から 500円の範

囲であり、1か月当たりの平均工賃は概ね 10,000円から 30,000円と幅があるが、最高 40,000

を超える例もみられる。最低賃金以上の賃金を支払っているところが 27.3％(3か所)ある。 

 

 

 

  

　

N=12

交通費

交通費+昼食等代

工賃（非雇用型）

最低賃金（雇用型）

最低賃金以上（雇用型）

給付内容 　（複数回答）

41.7

8.3

50.0

8.3

8.3

0 20 40 60 80

（％）

*工賃：最低賃金未満の賃金

NO

1日当たり

平均工賃

1時間当たり

平均工賃

1か月当たり

平均工賃

最低賃金

1時間当たり

平均

最も高い賃金

1時間当たり

平均

（円／人） （円／人） （円／人） （円／人） （円／人）

1 400 200 4,800 - -

2 1,000 500 20,000 868 870

3 1,400 450 20,600 - -

4 300 - - - -

5 800 - - - -

6 2,100 1,050 25,200 1,050 1,050

7 - - - 852 -

8 500 - - - -

9 500 - 10,000～12,000 - -

10 1,400 350 32,000 - -

11 2,000 500 42,000 - -

工賃・賃金の回答例
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(5)給付対象 

 給付対象は「全員に給付」が 58.3％と最も多い。 

 

 
 

  

　

N=12

全員に給付

給付する能力のある者のみ

能力に応じた金額を給付

その他

無回答

給付対象 　（複数回答）

58.3

8.3

16.7

0.0

16.7

0 20 40 60 80

（％）
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8 協力事業者での活動と保険への加入等 

(1)協力事業者での活動 

支援対象者を受け入れてくれる外部の協力事業者において農業活動を実施しているか否かにつ

いては、「実施している」が 16.7％、「実施していない」が 72.2％である。 

 

 

(2)協力事業者への謝礼 

協力事業者での活動を実施している団体は 3件であるが、協力事業者への謝礼は「支払ってい

る」とする団体はなかった。 

 

 

 

  

実施していない

72.2%

実施している

16.7%

無回答

11.1%

協力事業者での活動

N=18

支払っていない

33.3%

支払っている

0.0%

無回答

66.7%

協力事業者への謝礼

N=3
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(3) 保険への加入 

農業活動に当たって保険に加入しているか否かをみると、「加入している」が 77.7％に達す

る。 

加入している保険の種類は「人身傷害」、「物損」、「対人」、「物損」などが多い。 

 

 
 

 
 

  

加入していない

16.7%

加入している

77.7%

無回答

5.6%

保険への加入

N=18

　

N=14

対人

人身傷害

物損

農産物

その他

加入している保険の種類

42.9

85.7

64.3

7.1

7.1

0 20 40 60 80 100

（％）
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(4)支援対象者の農業活動で重視していること 

 支援対象者の農業活動で重視していることをみると、「他者とのコミュニケーションをなるべ

くとれるようにしている」(83.3％)と「働くことの充実感や楽しさを理解できるようにしてい

る」(83.3％)への回答が飛びぬけて多い。次いで「個別に指導できるようにしている」

(61.1％)、「成果が見えるようにしている(達成感を感じやすい)」(61.1％)、「個別に対応できる

複数の農業活動プログラムがある」(50.0％)などが上位を占めている。 

 

 

  

　

N=18

個別に対応できる複数の農業活動プログラ

ムがある

少人数で指導できるようにしている

個別に指導できるようにしている

短期で訓練できるものにしている

合宿できるものにしている

共同生活・共同作業できるものにしている

外部で訓練できるものにしている

他者とのコミュニケーションをなるべくとれる

ようにしている

成果が見えるようにしている（達成感を感じ

やすい）

自己有用感が得られるようにしている

働くことの充実感や楽しさを理解できるよう

にしている

その他

支援対象者の農業活動　重視していること　（複数回答）

50.0

33.3

61.1

11.1

5.6

27.8

22.2

83.3

61.1

33.3

83.3

0.0

0 20 40 60 80 100

（％）
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9 農業活動の実施による支援対象者の変化 

 農業活動の実施による支援対象者の変化についてみると、「良くなった」の割合は＜生活のリ

ズム＞と＜コミュニケーション力＞でそれぞれ 66.7％に達している。そのほか＜精神の状況＞

や＜就労リズム＞でも 61.1％、＜体の状況＞や＜繋がる人間関係者数（知人・友人等の付き合

う人間関係の数）＞でも 55.6％となっており、農業活動の効果を認める団体等が多数を占め

る。 

 

 

 

  

良くなった 変わらない 悪くなった 無回答

N=18

精神の状況

体の状況

生活リズム

就労リズム

コミュニケーション力

繋がる人間関係者数

自己有用感

農業活動の実施による支援対象者の変化

61.1

55.6

66.7

61.1

66.7

55.6

50.0

11.1

16.7

5.6

11.1

5.6

16.7

22.2

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

27.8

27.8

27.8

27.8

27.8

27.8

27.8
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10 今後の意向と課題 

(1)今後の意向 

農業活動についての今後の意向をみると、「現状維持」が 38.9％、「拡大したい」が 44.4％で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状維持

38.9%

拡大したい

44.4%

縮小したい

5.6%

止める予定

5.6%

わからない

0.0%

無回答

5.6%

今後の意向

N=18
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(2)農業活動に取り組むにあたっての課題 

 農業活動に取り組むに当たっての課題をみると、「予算の確保」(50.0％)、「体制の整備」

(44.4％)、「地域との連携」(33.3％)、「支援対象者に農業活動に興味をもってもらうこと」

(33.3％)などが上位を占めている。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　

N=18

予算確保

体制の整備

農業活動についての職員の理解

地域との連携

農業・福祉等の相互理解

人材の育成

助成金等の情報収集

取組みにかかる情報収集

支援対象者に農業活動に興味をもってもらう

こと

支援対象者を集めること

その他

農業活動に取り組むに当たっての課題　（複数回答）

50.0

44.4

5.6

33.3

16.7

22.2

11.1

5.6

33.3

16.7

5.6

0 20 40 60 80

（％）
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(3)今後の意向についての自由記述 

 今後の意向について理由等の自由記述をみると、＜拡大したい＞の場合、支援対象者への効

果、需要面からの必要性、既存事業との連携などに関する記述がある。 

 

今後の意向についての自由記述 

【現状維持】 
 施設利用者の生きがい・健康づくりと自立に向けた事業の一環でもあるため。 
 自分のペースで仕事ができ競争心がなくゆったりとした気持ちで仕事をして欲しいため。 

 労働力の確保という面では助かっている部分はあるが、それ以外は正直、訓練プログラムをご本人に合わ

せて作っていくことがかなりの重荷です。 

【拡大したい】 

 体力向上、精神の安定が図れるだけでなく、農業への関心を引き出し、農業分野への就労へ繋がったケー

スも複数あった。農業を通した支援には非常に可能性を感じる。 

 
支援対象者の 30～40％は、何らかの障害の可能性がある方であり、土に触れること自体に効果があると思

います。また、面談室を離れて畑で話すことは解放感もあって、通常の面談では得られない効果も期待で

きます。 
 まだこの事業の必要性のある人が多くいると思うから。 
 利用者の人数が増加傾向にあるため。 
 収穫目標の設定に追い付いていないため、収量増加を目指した取り組みを継続していきたい。 

 生活困窮者(就労訓練)の支援対象者としては今のところ見学者のみで実際の対象者がいないため、障害福

祉サービスとして約 30年間培った農作業の取り組みを PRして行きたい。 
 今以上にシェアホームを活用した作業・支援を検討したいと思っています。 

【縮小したい】 

 支援活動はしたいと思いますが、損益を考えると予算の確保が難しい。どうしても農作業は赤字になりま

す。 

【止める予定】 
 一般就労が決まったから。 
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(4)農業活動の取組についての自由記述 

 農業活動の取組みについての自由記述をみると、事業を継続する上での厳しい収益性、人員や

プログラム充実に向けての資金援助への言及がみられる。 

 

農業活動の取組みについての自由記述 
 

弱小な法人ゆえに受け入れに限界を感じています。支援員に対する補助金があればもう少し丁寧な支援が

できると思います。 

弊団体では他の支援活動を行っている職員が全て兼任で農業を通じた支援も担当している。農業、それに

関わる活動を専任で行う職員の確保が必要であると感じているが、人員の問題もあり難しいのが現状であ

る。 

現行の制度では、本人ごとに訓練プログラムと評価の仕組みを作る負担が大きく、きめ細かいサポートが

でき難い状況です。しっかりと時間をとってプログラムや評価の仕方などに取り組める資金的な環境整備

が求められます。 

支援対象者が農業を望んでいるか、農業に可能性があるかというアセスメントを相談員がしっかりとって

いただきたい。障がいボーダーだから土いじりと決めつけてしまわないで欲しい。また対象者には「お

金」というモチベーション維持のアイテムが必要なので、事業者がもちだしている今のシステムでは、継

続して対象者を引き受けるかどうかの選択に慎重になってします。 

がっちり収入が欲しい訳でなく仕事が常にあり赤字にならない程度の収入で利用者が満足いく工賃を稼ぐ

ため、農業に携わる人材確保と専門的な知識を持った指導者がいると活性化されると思う。現状は工賃を

支払うだけの収入はなく、他の事業から繰り入れしている状況です。 

農作業は天候に左右されることが多く、成果が出にくい作業なので、利益を考えると、精神的には良くて

も生活するだけの収入を得ることが難しい。もう少し農作業で収入をアップできることを考えたい。 
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11 参考資料 

 就労訓練事業における林業活動の事例 

 

 

  

団体名 団体A

取組み開始時期 1年未満

きっかけ

林業活動に生活困窮者への効果があると思った

地域農業の活性化に繋がると思った

林業関係者から頼まれた

林業活動参加者 12名

　性別 男性：10名　女性：2名

　年代別 10代：2名　20代：4名　30代：2名　40代：2名　50代：2名

　無就業の期間別 1年未満：11名　6～10年間：1名

林業担当の支援職員数 専任0名　兼任4名　合計4名

作業形態 林業請負

作業内容 薪づくり

林業請負での年間延べ面積 請負のため不明

林業活動プログラム 複数のプログラムあり→11～20日間

プログラムの期間 期間が決まっている

作業時間の決め方 大体同じ時間

標準的な作業時間 1～2時間

支援対象者への金銭給付 あり→非雇用型のみ

給付内容 工賃（非雇用型）→１日当たり1000円／人

給付対象者 全員に給付

受け入れ協力事業者 なし

保険の有無 加入している→対人、人身傷害

重視していること

個別対応の複数プログラム、少人数での指導、合宿、

共同生活・共同作業、他者とのコミュニケーション、

成果が見える、自己有用感、働くことの充実感や楽しさ

支援対象者の変化

（良くなったこと）

精神の状況、体の状況、コミュニケーション力、繋がる人間関

係者数、自己有用感

今後の意向 拡大したい

　その理由

取り組むにあたっての課題 予算確保、体制整備、地域との連携

取組みについて

（自由記述）

現在富山県立大学の研究チームの協力のもと林業と自立支

援活動、地域との連携体制作りを行っている。支援対象者へ

の工賃も大学の研究費用から充てる形で支払っている状態で

ある。いずれは研究費用ではなく林業活動を行った正当な対

価として工賃を稼ぎ、支援対象者へ支給できる体制を確立し

ていくことが課題である。



92 

 

Ⅴ.明らかになった主な状況と課題 

【就労準備支援事業】 

～自治体・委託先の全体状況～ 

◎支援対象者の特性は、コミュニケーション力が低い、ひきこもり状態の方、収入がない者が多

い。または 3割ほどが発達障害あるいは身体・知的・精神障害の可能性がある方という。 

◎自治体が農業分野等に取り組んでいるのは 16.7％で、今後取り組む予定や検討しているのは 4

割近くであるのに対して、委託先では 4割が取り組んでおり、今後予定や検討しているのは 2割

であり、委託先は既に農福連携に取り組んでいるところもあり多いと考えられる。自治体は、前

向きに考えているところが多いといえる。 

 取り組んでいないという理由をみていくと、自治体および委託先も農業のための施設・機具、

技術、農地がないことを主な理由としている。さらには支援対象者を集めることが難しい、対象

者にはそもそも体力がないのではないかと不安を持っている。したがって、取り組むための課題

でも、自治体および委託先も指導できる人材・農地・資材等の確保を上げている。特に委託先で

は実施のための助成金を期待している。 

これから取り組もうとしている課題としては、体制整備、関係部署との連携、農業福祉等の相

互理解があがられている。特に委託先では体制整備と予算確保が自治体に比べ多い。 

◎取組みを開始したきっかけについては、委託先では農福連携に可能性や希望を抱き、また地域

農業のため、行政に依頼されて開始している。農福連携に期待を寄せていることが窺える。 

◎農業分野等の取組みを実施しているのは、自治体調査では「農業活動」は 5件(100％)、委託

先調査では「農業活動」は 79件(96.3％)とほとんどが農業活動である。 

 

～実際に農業活動に取り組んでいる委託先状況～ 

◎開始した時期は、この 2年以内が 4割近くを占め、きっかけは主として農業活動に効果を期待

して始めている（56.8％）。 

◎実施体制は 1.9人（兼務が半数）で、支援対象者の中の農業活動参加者数は平均 5.8人である

が、5人未満が半数以上を占め、10人以上でも 16.0％と、少人数と多いところに分かれる。 

 参加者は男性：女性＝4：1、年代は 20～60代と幅広い層が参加し、無就業であった期間も「1

年未満」から「11年間以上」といろいろな人々が参加している。 

◎農業活動の作業形態は、「農作業請負」と「プログラムのために自主運営する農園作業」がそ

れぞれ 4割を占め、参加者が少ないと前者、参加者が多いと後者を実施する傾向にある。 

 「種まき」から「出荷調整」までさまざまな作業が多いが、比較的作業しやすい「収穫」が特

に多いが、反対にノウハウを必要とする「農薬散布」は少なくなっている。「プログラムのため

に自主運営する農園作業」ではさまざまな作業を行っているが、「農作業請負」では請負のため

作業が絞られている傾向がある。なお、加工・販売等を「実施している」ところは 3割弱ある。 

 栽培している農作物等は「野菜」が 80.2％、そのほか「果物」、「米」、「花卉」などがある。 

◎プログラム自主運営の農業活動についての実施場所は、「農地」が 81.4％と圧倒的に多く、農

地の種別は「借地」が 65.7％、そして「市民農園」が 31.4％を占めている。農地面積は 1～

250aとさまざまで、市民農園の小規模な場も一定数ある。 

 日数の決まったプログラムが「ある(複数のプログラムがある)」のは 17.3％、「ある(1つのプ

ログラムのみ)」が 16.0％と 1/3がプログラムを有しており、また参加者数が多くなるほど「あ

る」とする割合が高い。プログラムの日数は 20日間以内が 2/3を占め、通年プログラムがある

のは 44.4％であるが、参加者が多いほどその割合も高い。 

1日当たりの作業時間は、「支援対象者によって時間が異なる」が 34.6％、「だいたい同じ時

間」が 25.9％であり、標準的な作業時間は「1～2時間」が 44.4％、「3～4時間」が 32.1％であ

り、長くても 4時間以内が多い。 

◎支援対象者を受け入れてくれる外部の協力事業者において農業活動を「実施している」が 4割

で、「農作業請負」をしているところで多い。そのうち 1/3が事業者へ謝礼を支払っている。 
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◎農業活動に当たって保険に「加入している」が 8割ほどに達する。加入している保険の種類は

「人身傷害」、「対人」、「物損」などが多い。 

◎支援対象者の農業活動で重視していることは、働くことの意欲を高めることやコミュニケーシ

ョン力・自己有用感の向上を重視しており、そのために少人数・個別指導ができるようにした

り、成果を見えやすくしているなどの工夫をしていると考えられる。 

◎農業活動を実施による支援対象者の変化についてみると、6～7割の団体が農業活動の効果を

認めている。生活リズムが整い、精神や体の状況が改善し、繋がる人間関係数や自己有用感やコ

ミュニケーション力が増えている。「良くなった」の割合を参加者数別にみると、どの項目にお

いても参加者数が多くなるにつれ高くなっている。作業形態別にみると、多くの項目でプログラ

ム自主運営の方が農作業請負に比べ高い。 

◎農業活動についての今後の意向をみると、「現状維持」が 48.1％、「拡大したい」が 34.6％で

ある。農業活動参加者数別にみると、「拡大したい」の割合は参加者数規模の大きいところでの

拡大意向が強い。 

◎農業活動に取り組むに当たっての課題については、体制整備と予算確保が必要であり、支援対

象者に興味を持ってもらい、地域と連携して行うことを主な課題としてあげている。農業活動に

取り組むにあたっての課題を今後の意向別にみると、<現状維持＞の上位 3位は「予算の確保」、

「支援対象者に農業活動に興味をもってもらうこと」、「体制の整備」であり、＜拡大したい＞の

上位 3位は「体制の整備」、「農業・福祉の相互連携」、「地域との連携」である。特に体制を整備

することが大きな課題となっており、そのための予算の確保などが期待されていることが推察さ

れる。そして拡大するためには連携体制の構築が求められている。 

 

【就労訓練事業】 

～団体等の全体状況～ 

◎障害福祉・介護保険サービス事業を実施しているところが 6割以上で福祉関係団体等が多い。 

◎支援対象者の特性は、コミュニケーション力が低い、ひきこもり状態の方、収入がない者が多

い。または 4割ほどが発達障害あるいは身体・知的・精神障害のある方という。 

◎農業分野等の取組み状況では、「取り組んでいる」のが約 4割で、今後取り組む予定や検討し

ているところは 1割以上ある。 

 農業分野等に取り組んでいない理由は、そもそも農林水産業を実施していないところが 6.5割

を占め、そのほか農業の技術・施設・器具がないが 6割以上を占めている。そして取り組むため

の課題としては、指導できる人材確保、農地、資材等の確保が必要としている。 

これから取り組もうとしている団体等における農業分野等に取り組むための課題をみると、地

域との連携、実施するための体制構築があげられている。 

◎取組みを開始したきっかけについてみると、既に障害者等の農福連携に取り組んでいたり、新

たな農福連携の可能性などを抱き始めたところが多い。また 1/4ほどが地域貢献や地域農業の活

性化にも繋がることをイメージしている。 

◎取り組んでいる農業分野等の種類は、「農業活動」は 18件(94.7％)であった。それ以外では

「林業活動」は 1件(5.3％)、「厚生労働省生活困窮者等の就農訓練事業」は 2件(10.5％)で、農

業活動がほとんどであった。 

 

～実際に農業活動に取り組んでいる団体等～ 

◎開始時期は、この 2年以内が 1/3を占める。 

◎取組みを開始したきっかけは、農福連携にヒントを得て、農業活動による生活困窮者への効果

を期待している。 

◎実施体制は 4.8人で、専任職員を置いていない団体が約 4割となっている。支援対象者のうち

農業活動の参加者数は 4人以下が 44.5％を占め、平均参加者数は 10.7人である。 

参加者の性別は男性：女性＝4：1で、年代としては 20代～50代まで、無就業の期間別では

「1年未満」から「6～10年間」までと幅広い。 
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◎農業活動の作業形態は、「農作業請負」が約 2割、「プログラムのために自主運営する農園作

業」が 5割、「農作業請負＋プログラムのために自主運営する農園作業」が 3割弱である。 

作業内容は「種まき」から「出荷調整」までのさまざま作業が多いが、なかでも「草取り」が多

い一方（就労準備支援事業では「収穫」が多かった）、ノウハウを必要とする「農薬散布」「給水」

は少ない。加工・販売等の実施については「実施している」ところが就労準備支援事業より多く、

7割を超えている。 

栽培している農産物等は「野菜」が 72.2％と圧倒的に多いが、そのほか「果物」や「米」が 27.8％

と、就労準備支援事業に比べいろいろな種類を栽培している。 

◎農業活動の実施場所は「農地」が 88.9％と圧倒的に多く、「借地」が 68.8％、「自己所有地」が

37.5％と就労準備支援事業に比べると「市民農園」が少なく所有地が多い。 

◎プログラム自主運営の農業活動についての農地面積は 1a～400aまでさまざまである。 

日数の決まったプログラムが「ある(複数のプログラムがある)」が 11.1％、「ある(1つのプロ

グラムのみ)」が 16.7％と就労準備支援事業よりやや少ない 3割弱である。またプログラムがあ

る場合、その日数は「10日間以内」、「61日～90日間」「91日以上」に分かれており、就労準備

支援事業より長期間のものが取り組まれている。また通年プログラムがあるのは 6割を超えてお

り、就労準備支援事業よりも多い。 

1日の作業時間は「支援対象者によって時間は異なる」が約 4割で、支援対象者の状態によっ

て作業時間を決めるケースが多い。また標準的な作業時間は「1～2時間」が 38.9％、「3～4時

間」が 27.8％で、就労準備支援事業とほぼ同じで、長くても 4時間以内が多い。 

◎支援対象者への給付金は「給付している」ところが 2/3 で、その場合の雇用形態は「非雇用型

のみ」が最も多く 66.7％、「雇用型のみ」が 16.7％、「非雇用型＋雇用型」が 8.3％である。給付

内容は「交通費」41.7％、「工賃(非雇用型)」が 50.0％で、給付している工賃・賃金をみると、1

時間当たりの平均工賃は主として 200 円～500 円であるが、最低賃金以上の賃金を支払っている

ところもある。「全員に給付」ところが 58.3％あるが、そのほかは能力に応じて支払っている。 

◎支援対象者を受け入れてくれる外部の協力事業者において農業活動を「実施している」のは

16.7％と多くない。これは自主運営する農園でのプログラムが多いことによると推察される。 

◎農業活動に当たって保険に「加入している」が 8割弱で、その種類は「人身傷害」、「物損」、「対

人」などが多い。 

◎支援対象者の農業活動で重視しているのは、コミュニケーション力や働くことの意欲を高める

ことを重視しており、そのために個別指導ができるようにしたり、プログラムを複数用意し、成

果を見えやすくしているなどの工夫をしている。 

◎農業活動の実施による支援対象者の変化についてみると、5～6.5割ほどの団体が農業活動の効

果を認めている。生活・就労リズムが整い、精神や体の状況が改善し、繋がる人間関係数やコミ

ュニケーション力が増えている。 

◎農業活動についての今後の意向をみると、「現状維持」が 38.9％、「拡大したい」が 44.4％で、

多くが取組みを拡大していきたいとし、就労準備支援事業と比べても多い。 

◎農業活動に取り組むに当たっての課題をみると、予算確保と体制整備が必要であり、地域と連

携し、支援対象者に興味を持ってもらうことが主な課題となっている。 

 

【効果とニーズ】 

就労準備支援事業・就労訓練事業双方で農業活動の取組みによる効果を期待して取り組み始め、

取り組んだことによって生活・就労のリズムが整い、精神や体の状況が改善し、繋がる人間関係

数の増加、コミュニケーション力の向上が認められている。また就労準備支援事業においては農

業活動の取組みに前向きな自治体や委託先が多く、今後のさらなる取り組みが期待される。また

林業活動や水産業活動もまだまだ少ないことから今後の取組みが望まれよう。 

そして取り組んでいるところの今後の意向をみると、就労準備支援事業と就労訓練事業の双方

で「現状維持」が 5割弱・4割弱、「拡大したい」が 3.5割・4.5割で、取組み拡大に強い意欲を

持っている。 
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【今後へ向けて】 

(1)就労準備支援事業 

1）既に取り組んでいるところ 

農業活動に取組み期待通りの効果を認めているといえ、活動の継続と拡大を望んでいる。だ

がそのためには、以下の 4つが求められている。 

① 体制整備 

② 予算確保 

③ 支援対象者に興味を持ってもらうこと 

④ 地域との連携 

2）取り組んでいないところ 

今後取組みを開始していくためには、以下の 4つが必要としている。 

① 人材確保 

② 農地確保 

③ 資材確保 

④ 委託先では助成金 

 3）これから取組みを予定・検討しているところ 

今後取組みを開始していくためには、以下の 3つが必要としている。 

① 体制整備 

② 関係部署との連携 

③ 農業福祉等の相互理解 

(2)就労訓練事業 

1）既に取り組んでいるところ 

農業活動に取組み期待通りの効果を認めているといえ、活動の継続と拡大を望んでいる。だ

がそのためには、以下の 4つが求められている。 

① 予算確保 

② 体制整備 

③ 地域との連携 

④ 支援対象者に興味を持ってもらうこと 

2）取り組んでいないところ 

今後取組みを開始していくためには、以下の 3つが必要としている。 

① 人材確保  

② 農地確保 

③ 資材確保 

3）これから取組みを予定・検討しているところ 

今後取組みを開始していくためには、以下の 2つが必要としている。 

① 地域との連携 

② 体制整備 

 

【まとめ】 

 農業活動を取り組んでいくためには、地域や関係部署・団体との連携体制を構築し、予算（助

成金を含む）を確保し、実施のための必要な人材・農地・資材を確保することが求められ、体制

を整備することが必要となる。さらには農業活動に対して支援対象者に興味を持ってもらえるよ

うにすることが求められる。また林業活動・水産業活動については、まずは取組みを増やすこと

が必要である。 
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Ⅵ.全国アンケート調査票 

 地方自治体(基礎) 
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 地方自治体(農業活動) 
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 地方自治体(林業活動) 
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 地方自治体(水産業活動) 
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就労準備支援事業・委託先用(基礎) 
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就労準備支援事業・委託先用(農業活動) 
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就労準備支援事業・委託先用(林業活動) 
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就労準備支援事業・委託先用(水産業活動) 
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就労訓練事業・実施者用(基礎) 
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就労訓練事業・実施者用(農業活動) 
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就労訓練事業・実施者用(林業活動) 
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就労訓練事業・実施者用(水産業活動) 
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Ⅶ.参考資料 

 

1 実施モデル事業 

 

 自立支援相談窓口の斡旋を受けた就労準備を必要とする、そして農業分野等でのキャリア形成

を希望する生活困窮者を対象に、農業分野等のモデル事業として労働力支援モデル事業(県域に

おいておよび広域モデル事業を設定し、2県において生活困窮者を受け入れ事業を実施した。 

 

(1)実施モデル概要 

1)労働力支援モデル：就労訓練事業+県域 

2)広域モデル：就労訓練事業+全国域 

 

事業名 主な内容 

労働力支援モデル 県域において認定就労訓練事業所が農業者より農作業を受託し生活困

窮者を送り込み雇用型の農作業体験を実施した。取組みに当たって中間

支援組織を設け、県・市の生活困窮者担当部署、関係する農業者団体、

認定就労訓練事業所などとの調整を実施すると共に、必要な資材の作成

を行った。 

広域モデル  農業分野でのプログラムを提供する宿泊施設を有する認定就労訓練事

業所において全国から生活困窮者を受け入れ農作業体験を実施した。 
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(2)労働力支援モデル～概要～ 

1）JA労働力支援事業と連携した就労支援プログラムの試行 

JA労働力支援事業（パートナー企業と連携した農作業受委託）が開発した労働は、従事しやす

く細分化された農作業で日払い（希望する日を選べる）で従事するという内容（求人）であり、

モデル事業はその労働を就労支援プログラムとして効果的に利用する方法や仕組みについて、JA

全農大分やパートナー企業、そして大分県内の相談支援機関や団体とともに作り、推進するとい

う目標を立て、検証を進める。そのために現地に九州事務所 C-DAを NPO法人大分子どもネットの

協力を得て開設した。 
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2）自治体や各種相談支援団体による就労支援と農業分野との連携 

上記 1）と並行して、①大分県の関係する 5 部局との意見交換会の開催 ②県等が主催する会

合や研修を通じた市町村や関係団体への普及 ③若者支援団体をはじめ就労支援に関係する団体

への普及 等を通じて、支援プログラムの活用や連携のあり方について、検証する。 

 

3）自治体等へのモデル事業の普及 

大分県での取組みと並行して、全国の自治体や関係団体にモデル事業を案内し普及を図る。 

 

4）JAやパートナー企業との連携、パートナー企業の職場環境整備等の支援 

JAと農家・生産者にモデル事業の趣旨を案内するとともに、上記 1）の推進に向けて、パート

ナー企業（㈱菜果野アグリ）との連携を整備し検証するとともに、ケース支援を通じて職場環境

整備等について調整を図り、パートナー企業の人材対応力の向上に協力する。 
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(3)広域モデル事業～概要・案内～ 

 

① 農作業・農業体験作物の知識に関する研修 

② 農業機械の操作方法・メンテナンスに関する研修 

③ 寮生、地域住民との交流 

④ 支援対象者に対する生活相談・個別相談  
 

《実施コース》 

・10日間体験コース 

・2カ月コース（10日間コースを体験後希望者） 

《募集人数》 

 ・年間 10名程度 

《費 用》 

 ・原則本人負担なし 

 

◆プログラム概要 

①  日課 

午 前                 午 後 

6:30 起床・散歩         13:30 作業 

 朝食             16:00  自由時間 

7:00 清掃・片付け       17:00 夕食準備（当番） 

8:00 勉強会等         18:00 夕食 

9:30 作業（農繁期は早くなる）  片付け 

11:00 昼食準備(当番）         ～ 自由時間～ 

12:00 昼食 

 

②  作業内容 

3月 田植え準備             9月 稲刈り・乾燥調製・出荷 

4月 苗出し（20,000枚）         10月 同 秋野菜定植 

5月 田植え補助 春野菜定植       11月 圃場整備・秋野菜収穫 

6月 圃場周辺草刈り 野菜管理     12月 倉庫整備・周辺環境整備 

7月 草刈り・野菜収穫販売        1月 雪かき・道路整備アルバイト 

8月 同                 2月 同 

 

 ・外出やスポーツ・体力向上トレーニング等も行う 

 ・地域のイベント・大会にも参加 
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(表面) 

 

① 農作業・農業体験作物の知識に関する研修 

② 農業機械の操作方法・メンテナンスに関する研修 

③ 寮生、地域住民との交流 

④ 支援対象者に対する生活相談・個別相談  など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０２０年度厚生労働省委託事

全国の自立相談支援窓口から応募 自立相談支援窓口を通して就労支援を受けて

る方（自立相談支援事業、就労準備支援事業等） 申込期限：１月末まで 

（オンライン等による事前面談あ

カリキュラ
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(裏面) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⇒名古屋より 特 急 約3時間３０分（米原回り、高山回り） 

富山駅下車後、バス停留所５ポールより３１・３２系統 

※バス乗車前に一度ご連絡ください。バス停まで迎えに行きます。 

⇒富山空港より車で１５分（タクシー・レンタカーあり） 

 

ＮＰＯ法人 北陸青少年自立援助センター 

〒 939-2204 富山県富山市万願寺144 

☎ 076-467-0969 

Eメール info@haguregumo.jp 

ホームページ https://www.haguregumo.jp/ 

 

 

 

 

ＮＰＯ法人 北陸青少年自立援助センター 
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2 シンポジウム開催報告資料  

(1)開催案内 

 

(表面) 
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(裏面) 
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(2)メディア掲載報告 

 

内容 媒体名 日付 タイトル 

事業開始 日本農業新聞 9/13 農体験で自立後押し【1面】 

告知 時事通信社 iJAMP  1/21 

1/22 

1/25 

2/1 

2/8 

生活困窮者自立支援制度における農業分野等との連携

強化モデル事業シンポジウム開催案内【ネットのバナ

ー】【メール】 

告知 日刊アグリ・リサ

ーチ 

2/5 生活困窮者自立支援制度における農業分野等との連携

強化モデル事業シンポ【10面】 

告知 日本農民新聞 2/5 生活困窮者自立支援制度における農業分野等との連携

強化モデルシンポ【WEB版】 

告知 日本農業新聞 2/13 共済総研ウェブで～モデル事例を報告へ～【JA面】 

開催報告 時事通信社 iJAMP 2/17 生活困窮者ら農業で自信 

開催報告 日本農業新聞 2/18 共済総研シンポ～生活困窮者の自立支援で～【5面】 

アンケート

調査結果 

日本農業新聞 2/21 自立支援に農業“有効”【1面】 

開催報告 時事通信社中央官

庁だより 

2/22 目指すは日本農業の関係人口増＝農水省① 

開催報告 福祉新聞 3/1 厚生労働省 就労支援は農業で【3面】 

開催報告 日刊アグリ・リサ

ーチ 

3/4 生活困窮者自立支援と農業テーマにシンポ、全農が大

分の事例紹介＝ Ｊ Ａ 共済総研【6-7面】 

 

 


